
図１ 位置図 （２事業概要①所在地）
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図２ 費用便益分析の概要 （３事業の必要性の視点 ③費用便益分析）

令和２年度事業再評価（費用便益分析結果） 事業全体 残事業

便益 走行時間短縮便益（億円） 11,103 2,546

（B） 走行経費減少便益（億円） 557 188

交通事故減少便益（億円） 68 42

計（億円） 11,728 2,775

費用 事業費（億円） 7,468 1,261

（C） 維持管理費（億円） 423 83

計（億円） 7,891 1,344

費用便益比（B／C） 1.5 2.1

※淀川左岸線（１期・２期）で費用便益分析を実施
※費用及び便益額については令和２年度の価値に換算
※費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある

感度分析結果（残事業分が変動した場合の全事業における費用便益比）

変動要因 基準値 変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

交通量 29,800～52,400 ±10％ 1.4～1.6

事業費 1,420億円 ±10％ 1.5～1.5

事業期間 6年間 ±2年 1.5～1.5
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図３ 進捗状況 （4 事業の実現見通しの視点 ②事業規模）
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• 平成30年度から順次工事が本格化してきており、その中で事業計画時（平成28年の都市計画変更）の
想定と実際の現場条件との違いが明らかになってきたことなどから、安全を確保するために必要な対
策や現地調査後に判明したことへの対応等により、全体事業費が増嵩している

• 一方で、工事の前倒しによる早期整備を図り、万博時のシャトルバス限定でのアクセスルートとしての
利用をめざしている

• 用地取得率は約99％（令和元年度末時点・公有地含む）

海老江北
出入口

③

5



図４ 進捗率の推移 （4 事業の実現見通しの視点 ③総事業費）
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R2～R8  ： 5,070億円
今回（R2）進捗率算出に用いる全体事業費

H18～R1 ： 4,312億円

前回（H29）進捗率算出に用いた全体事業費 H18～R8 ： 4,312億円


